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沖縄県

沖縄県では・・・・
★平成27年度より『地域移行ワーキング』を設置し、医療・福祉・保健・ピアの関係
者が集い、地域移行支援の推進を図るため、協議・検討を行っています。
★また、各圏域での地域移行支援推進の中核となるキーパーソンの人材育成に取り組
んでいます。

地域移行の取り組みについて

平成28年度 第２回 精神障害者の地域移行担当者等会議「事前課題」シート
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沖縄県

沖縄県

取組内容
【人材育成の取り組み】
・医療機関従事者向けの研修の実施
・医療・福祉等多職種の合同研修
・ピアサポーター向けの研修
・地域移行のための人材育成研修 等

【精神障害者の地域移行の取り組み】
・ピアサポートの活用
・コーディネーターの配置
・地域定着試行事業（調整中）
・院内委員会推進事業 等

※H29年2月時点

障害福祉圏域数 5カ所

市町村数 41市町村

人口（H28.12月推計人口） 1,441,622人

精神科病院の数（H27.6月末） 25病院

精神科病床数(H27.6月末） 5,412床

入院精神障害者数
（H27.6月末）

3か月未満：1,001人（20％）

３か月以上１年未満：863人（18％）

１年以上：3,047人（62％）

うち65歳未満：2,566人

うち65歳以上：2,345人

退院率（H25.6月末）

入院後３か月時点：60％

入院後６か月時点：79％

入院後１年時点：87％

相談支援事業所数（H28.4月）

基幹相談支援センター：9

一般相談事業所数：47

特定相談事業所数：158

障害福祉サービスの利用状況
（H27年度実績）

地域移行支援サービス：1人

地域定着支援サービス：2人

保健所 6カ所

（自立支援）協議会の開催頻度
（H28年度）

1回／年

精神障害にも対応した地域包括ケ
アシステムの構築に向けた保健・
医療・福祉関係者による協議の場
の有無と数（H28.4月）

都道府県 有 1カ所

障害保健福祉圏域 有 3カ所

市町村 有 4カ所

精神保健福祉審議会 休会中

基本情報

１１ 県又は政令市の基礎情報県又は政令市の基礎情報

総面積
227,672㎢

北部

中部

南部

９市町村

１１市町村

精神科（入院）２か所

精神科（入院）８か所

精神科（入院）１３か
所

精神科（入院）１か所

精神科（入院）１か所

２市村

１６市町村
（那覇市含む。）

八重山

宮古

３市町



3

22 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

沖縄県

・H29年度より、医療・保健・福祉で連携を図る協議会を開催予定
（既存の協議会に保健分野の委員を追加する）
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沖縄県

３３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に取り組む市・圏域（例）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に取り組む市・圏域（例）

関係機関の役割

市町村ごとの保
健・医療・福祉関
係者による協議の
場

協議体の名称
設置根拠

（北部圏域における各市町村の場合）自立支援協議会（総合支援法第89条の3）

協議の内容
地域連携会（相談部会のワーキング）
→地域移行・地域定着支援の課題（個別事例を課題解決に向け検討、共有）

住まい・暮らし部会 →上記部会にて、具体化された資源不足の課題について検討

協議の結果としての
成果

・各市町村で地域移行・地域定着支援に関する課題を協議する場を設置
・関係機関の連携が取りやすい環境
・居住サポート事業創設、一人暮らし体験サービスの創設、居住系サービスの創設に向けての部会設置等。

障害保健福祉圏
域ごとの保健・医
療・福祉関係者に
よる協議の場

協議体の名称
設置根拠

①（北部圏域の場合）自立支援連絡会議（相談部会/住まい・暮らし部会）
②北部圏域精神障害者地域移行支援者連絡会議（保健所主催）

協議の内容
①自立支援連絡会議 →圏域の資源づくりについて
②北部圏域精神障害者地域移行支援者連絡会議
→医療・保健・福祉の連携強化、圏域内の長期入院者の数値共有、病院と地域資源との橋渡し

協議の結果としての
成果

①（北部圏域の場合）自立支援連絡会議（相談部会/住まい・暮らし部会）
・9市町村のうち、8市町村に相談部会が設置
・地域移行・定着支援の情報交換・課題整理等の場として、6町村に地域連携会が設置（相談部会ワーキングの位
置づけ、２村は設置予定）

②北部圏域精神障害者地域移行支援者連絡会議（保健所主催）
・医療機関と地域との連携強化
・医療機関での退院促進に関する研修等の開催
・ピアサポーターによる活動支援（長期入院者との交流会（定期開催）、地域（中学校・民生員等）への啓発等）

都道府県ごとの保
健・医療・福祉関
係者による協議の
場

協議体の名称
設置根拠

自立支援協議会（地域移行ワーキング）（総合支援法第89条の3）

協議の内容
・地域移行・地域定着の推進に関すること
・自立支援協議会（圏域・他部会）との連携
・精神障害者地域移行支援関連の事業について

協議の結果としての
成果

・自立支援協議会及び精神障害者地域移行支援連絡協議会（地域生活支援広域調整会議等事業）との役割の整理
・医療・保健・福祉分野での課題や情報の共有
・人材育成に関する研修の実施（医療従事者向け、多職種、ピアサポーター養成等） 等
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４４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

Ｈ２３

Ｈ２４

Ｈ２５

Ｈ２６

Ｈ２７

精神障害者地域移行支援特別対策事業
地域移行推進員の配置（個別支援等）、自立促進支援協議会の設置、運営、地域体制整備コーディネーターの配置
（体制整備、地域移行推進員が実施する支援に対する助言・指導、普及啓発等）

地域体制整備コーディネーターの配置（圏域関係機関との連携、情報提供、複数圏域にまたがる課題の
解決に関する助言、普及啓発の推進 等）、ピアサポートの活用

精神障害者地域移行・地域定着支援事業
連絡協議会の設置、運営、地域移行・地域定着支援に関する研修の実施、ピアサポートの活用
（追加）

精神障害者地域移行・地域定着支援事業
連絡協議会の設置、運営（自立支援協議会「住まい・地域支援部会」に充て、地域移行ワーキングを設置）、地域
移行・地域定着支援に関する研修の実施、ピアサポートの活用、精神障害者地域移行等希望調査結果の追跡（市町
村）H27～ コーディネーターの配置、地域定着試行事業、院内委員会支援事業、地域移行人材育成研修事業の実施

等

地域体制整備コーディネーター配置の削除 等

・地域移行推進員の配置の削除 等精神障害者地域移行・地域定着支援事業

精神障害者地域移行・地域定着支援事業

連絡協議会の設置、運営、地域移行・地域定着支援に関する研修の実施、精神
障害者地域移行等希望調査の実施

Ｈ２８
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１．人のつながりは強い県。
２．平成25年度に移行調査を実施しており、市町村へ情報提供されている。
３．協議会、ワーキング等の検討する場があり、圏域アドバイザーも配置されている。
４．圏域自立支援連絡会議・市町村自立支援協議会を活用して、関係機関で課題を協議し、連携する場づくりに取り組んでいる圏域がある。

沖縄県

特徴（強み）

５５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組における強みと課題精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組における強みと課題

１．地域移行推進のための人材育成の取り組み
・地域移行人材育成研修を実施し、2~3月にフォローアップ研修を開催予定
・医療機関従事者向け研修、多職種合同研修、ピアサポーター養成研修を実施

２．ピアサポートの活用
・ピアの方を講師として、ピアサポーター養成研修を実施。また、研修の中で、活用事業について説明を行った。

１．医療、行政、地域と各分野で地域移行支援に取り組んでいるが、互いの連携体制が不十分であるため、制度を上手く利用できていない。
２．医療従事者等が入院患者が回復するイメージを持てない。
３．高齢者の入院患者への支援

課題

指標の推移 平成25年度 平成26年度 平成27年度

１年以上の精神科病院在院患者数 （各年6月30日現在） （人） 3,102人 3,048人 3,047人

地域移行支援利用者数（各年度３月末月時点）（人） 5人 5人 1人

ピアサポーターの養成者数※（研修受講者数）（人）
※ピアサポーターの養成を目的とした取組を実施している場合

59名（支援者含む） 51名（支援者含む） 50人（支援者含む）

ピアサポーターの活動件数（回） － 19回 31回

平成２８年度の目標と達成状況の方向性（暫定評価）

６
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○○県又は○○市

時期（月） 実施内容（案） 担当

H29.4～
（通年）

（適宜）

○ピアサポートの活用
○コーディネーターによる活動
○早期退院・地域定着支援院内委員会推進事業 等

○地域移行・地域定着支援事業（研修）
・ピアサポーター養成研修
・医療機関従事者向け研修
・多職種合同研修
・各保健所での取り組み
○地域移行人材育成研修
○自立支援協議会（部会、ワーキング 各2回/年）
○精神障害者地域移行支援連絡協議会（1～2回/年）

○委託
○委託、派遣
○県障害福祉課

○委託

○委託
○県障害福祉課
○県障害福祉課

６６
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
平成２９年度の取組スケジュール
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
平成２９年度の取組スケジュール

１．地域移行支援のための連携体制整備
精神障害者地域移行支援連絡協議会にて、医療・保健・福祉分野の情報共有等を行い、自立支援協議会と連携して支援体制整備を図る。
各圏域にコーディネーターを配置し、圏域の実情に応じた地域移行支援の推進を図る
地域移行推進のための人材育成の取り組み 等
２．ピアサポートの活用

平成２９年度の目標



8


